
（第３号）

大阪府藤井寺市

議案第５７号

令和５年度国民健康保険特別会計補正予算





　令和５年度藤井寺市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定める

ところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６，７４６千円を減額し、歳入

　歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，５７２，４１８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

　歳出予算の金額は「第１表  歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為）

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

令和５年１１月２８日提出

藤井寺市長 岡田　一樹

令和５年度藤井寺市国民健康保険特別会計補正予算 （第３号）
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第２表　債務負担行為

事　　　　項 期　　間 限　　　度　　　額

コールセンター運営業務
令和５年度～
令和６年度

489千円

－ 4 －



















(1)  総  括 注）　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、及びパートタイム会計年度任用職員について、外書き記入している。
職員数 給 与 費
(人) 報 酬　(千円) 給  料  (千円) 職員手当(千円)
(     11 ) 

13 20,223 46,308 37,606 104,137 20,788 124,925
(     11 ) 

14 20,223 49,561 41,323 111,107 20,564 131,671
(     0 ) 
△ 1 0 △ 3,253 △ 3,717 △ 6,970 224 △ 6,746

地域手当 扶養手当 管理職手当 特勤手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当 児童手当 管理職員特別
職 員 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 勤務手当（千円）

手 当 補正後 2,975 1,031 2,341 100 1,671 887 15,714 9,407 3,040 420 20
の内訳 補正前 3,196 1,386 2,307 100 1,680 1,072 16,864 9,616 4,542 540 20

比  較 △ 221 △ 355 34 0 △ 9 △ 185 △ 1,150 △ 209 △ 1,502 △ 120 0

ア．会計年度任用職員以外の職員 注）　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員について、外書き記入している。
職員数 給 与 費
(人) 報 酬　(千円) 給  料  (千円) 職員手当(千円)
(     0 ) 
13 0 46,308 33,428 79,736 15,848 95,584

(     0 ) 
14 0 49,561 37,145 86,706 15,624 102,330

(     0 ) 
△ 1 0 △ 3,253 △ 3,717 △ 6,970 224 △ 6,746

地域手当 扶養手当 管理職手当 特勤手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当 児童手当 管理職員特別
職 員 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 勤務手当（千円）

手 当 補正後 2,975 1,031 2,341 100 1,671 887 11,536 9,407 3,040 420 20
の内訳 補正前 3,196 1,386 2,307 100 1,680 1,072 12,686 9,616 4,542 540 20

比  較 △ 221 △ 355 34 0 △ 9 △ 185 △ 1,150 △ 209 △ 1,502 △ 120 0

イ．会計年度任用職員 注）　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について、外書き記入している。
職員数 給 与 費
(人) 報 酬　(千円) 給  料  (千円) 職員手当(千円)
(     11 ) 

20,223 0 4,178 24,401 4,940 29,341
(     11 ) 

20,223 0 4,178 24,401 4,940 29,341
(     0 ) 

0 0 0 0 0 0 0

地域手当 扶養手当 管理職手当 特勤手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当 児童手当 管理職員特別
職 員 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 勤務手当（千円）

手 当 補正後 4,178
の内訳 補正前 4,178

比  較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給　 与　 費　 明　 細　 書 

共済費  ( 千円) 合  計 (千円) 備　　考
計  (千円)

補正後

補正前

比   較

区分

区  分 共済費  ( 千円) 合  計 (千円) 備　　考
計  (千円)

補正後

補正前

比   較

区分 備　　考

区  分 共済費  ( 千円) 合  計 (千円) 備　　考
計  (千円)

備　　考

補正後

備　　考

区  分

補正前

比   較

区分

１　　一  般  職

─
1
3─



(2)  給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員分） 注）　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員について、外書き記入している。
区分 増減額(千円) 増減事由別内訳　(千円) 説 明 備 考

給 料 △ 3,253 給料の増減分 △ 3,841 職員の変動等に伴う減少分 △ 3,841

現に在職する 計
職員数

588 条例改正に伴う増加分 588

地域手当の支給率
△ 3,717 地域手当の増減分 △ 221 △ 256

条例改正に伴う増加分 35
支給対象
職員数（人）

支給対象
職員数（人）

期末・勤勉手当の増減分 △ 1,359 職員の変動に伴う減少分 △ 1,690 期末・勤勉手当の支給率 ４．５ヶ月
条例改正に伴う増加分 331

その他の増減分 △ 2,137 扶養手当の減少分 △ 355
通勤手当の減少分 △ 185
児童手当の減少分 △ 120
管理職手当の増加分 34
時間外勤務手当の減少分 △ 1,502
住居手当の減少分 △ 9

（３）　給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員分）
ア 職員１人当たりの給与 イ 初任給

区 分 行政職 医療職Ⅲ

166,600 183,500

37.54 47.11

大学卒 196,200 234,800 196,200

230,800 179,100 211,000

228,500

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳)

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 274,804 335,989

令和5年１1月１日　現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 256,595

37.36 48.11

令和4年１1月１日　現在 平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 343,368 397,949

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳)

341,200

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 319,219 405,757

補正後 13人 13人
　その他の増減分

補正前

増 　減

補正後
支給率（％）

 -1人

14人

６

14人

 -1人

13

　職員の変動に伴う減少分

○職員の異動状況

職　員
手　当

６

１４

医療職Ⅲ
            (円)

行政職

短大卒 179,100

市の制度 国の制度
医療職Ⅲ区　分

高校卒 166,600

支給率（％）

211,000

行政職
            (円)

補正前
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ウ 等級別職員数

等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％)

令和5年

11月1日

現 在

計

等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％) 等級 職員数(人) 構成比(％)

令和4年

11月1日

現 在

（等級別の標準的な職務内容）
区 分 特 １ 等 級 １ 等 級 ２ 等 級 ３ 等 級 ４ 等 級 ５ 等 級 ６ 等 級 ７ 等 級

部 長 次 長 課長 課長代理 チーフ 主 　事 主 事 補
理 事 副理事 参事 主 幹 主   査 技 師 技 師 補

看護長 主 査 保健師・看護師

課長代理 主任看護師 准看護師

エ 昇給
区 分 合 計 代表的な職種 合計 代表的な職種

行 政 職 行 政 職
職  　　員 数　　（Ａ）    人 13 10 職  　　員 数　　（Ａ）    人 14 11
昇給に係る職員数　（Ｂ）  　人 13 10 昇給に係る職員数　（Ｂ）  　人 14 11

補 １号給（人） 補 １号給（人）
号給数別内訳 ２号給（人） 号給数別内訳 ２号給（人）

正 ３号給（人） 正 ３号給（人）
４号給（人） 12 9 ４号給（人） 14 11

後 ５号給（人） 前 ５号給（人）
６号給（人） 1 1 ６号給（人）
７号給（人） ７号給（人）
８号給（人） ８号給（人）

比 率　（Ｂ）／（Ａ）            （％） 100.0 100.0 比 率　（Ｂ）／（Ａ）            （％） 100.0 100.0
  特別昇給に係る職員数　　　　　　　　（人）   特別昇給に係る職員数　　　　　　　　（人）

行　　政　　職

医　療　職　Ⅲ

行　　　　　　　　　政　　　　　　　　　職 医　　　　　　　療　　　　　　　職　　　　　　　Ⅲ

行　　　　　　　　　政　　　　　　　　　職 医　　　　　　　療　　　　　　　職　　　　　　　Ⅲ

　 ２等級 ６等級 ２等級1

区　　　　　分

　 ３等級 1 9.1 ３等級

100.03

７等級

看護部長

副主査

計 11 100 計

1

9.1 2 18.1

4 36.4　 １等級 ５等級 １等級

特１等級 ４等級 特１等級3 27.3

３等級

5

2

1 10.0

　 ２等級 ６等級 ２等級

10 100

1 10.0　 ３等級 ７等級

計

1

１等級

特１等級10.0

50.0

20.0

　 １等級 ５等級 ５等級

６等級

７等級

2 66.7

1 33.3

４等級

区 分

区 分

特１等級 ４等級

33.3 ７等級

2 66.7 ５等級

0.0 ６等級

3

４等級

100.0
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オ 期末・勤勉手当
支 給 期 別 支 給 率 支給率計　（月分） 職制上の段階、職務の

６ 月　（月分） １２ 月　（月分） 級等による加算措置

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続

区 分 の者 の者 の者 最高限度                   その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

在職時の役職等に応じた調整額を加算
定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

在職時の役職等に応じた調整額を加算
定年前早期退職特例措置
　　　（１％～４５％加算）

キ 地域手当
支給対象地域 全 域
支給率　　　　　     　　　（％） ６

１３
国の制度（支給率）    　（％） ６

ク 特殊勤務手当
代表的な職種
行政職

ケ その他の手当
区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

通勤手当 異 な る

備　　　　考

国の制度

補　正　前

２．３２．２

４．４２．２２．２

４．５２．３２．２

４．５

区　　　分

　交通機関利用職員全額支給

有

有

有

在職時の役職等に応じた調整額を加算

徴収事務手当

47.709

　支給対象職員数　     　（人）

区　　　　　分 全職種

　給料総額に対する比率　（％） 0.22 0.29

国の制度 24.586875 33.27075 47.709

住居手当 同　　　　じ

7.14 9.09

　代表的な特殊勤務手当の名称

扶養手当 同　　　　じ

　支給対象職員の比率　（％）
　（令和５年11月１日現在）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
支給率

定年退職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

勧奨退職

補　正　後

備　　　　考
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